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研究成果の概要（和文）：本研究の課題は、地域の大学と企業の連携に効果的なインクリメンタ

ルなイノベーションマネジメント手法を明らかにすることであった。その研究の結果、具体的

には次の３点について明らかにした。第１に、地域大学に有効なインクリメンタルイノベーシ

ョンのモデル。第２に、製品開発プロジェクトに効果的なアライアンス・マネジメントの手法。

第３に、インクリメンタルイノベーションのためのプロジェクト・マネジメント手法。 
 
研究成果の概要（英文）：This study examines to clarify the incremental innovation 
management effective for the regional university-industry collaboration. The following 
three points were concretely clarified as a result of the research. 1) The incremental 
innovation model effective for the regional universities. 2) The alliance management 
effective for the product development project. 3) The project management effective for 
the incremental innovation. 
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 直接経費 間接経費 合 計 
２００９年度 500,000 150,000 650,000 

２０１０年度 500,000 150,000 650,000 

２０１１年度 500,000 150,000 650,000 

年度  

  年度  

総 計 1,500,000 450,000 1950,000 

 
 
研究分野：社会科学 
科研費の分科・細目：経営学・経営学 
キーワード：インクリメンタルイノベーション、イノベーションマネジメント、産学官連携マ

ネジメント、プロジェクト・マネジメント、地域大学、中小企業 
 
１．研究開始当初の背景 
本研究は、それ以前２年間における研究を

踏まえ発展させるものである。そこでの課題
は、主にＭＩＴを筆頭に国際的な先進地の一
つである米国ボストンの大手、中小各大学の
事例の調査を参考として、（１）大学のイノ
ベーションシステムとくに研究（開発）と（製
品）開発、市場化の具体的・実際的プロセス
を明らかにし、（２）そのプロセスを踏まえ

て地域大学に適した効果的・効率的なマネジ
メントモデル（イノベーションマネジメン
ト）を開発することであった。その開発の結
果明らかになったことは、以下の如くである。 
（ １ ） Shane の Ｍ Ｉ Ｔ の University 
Spin-offs に関する議論を参考とすれば、「原
理の検証」と「プロトタイプ開発」の間のプ
ロセスが最大の問題であるが、そのプロセス
は研究と開発におけるマーケット・インのプ



ロセス（テクノロジーマーケティングの領
域）とベクトルの違う研究と開発を結び付け
るプロセス（イノベーション・プロジェクト
の領域）の２つのプロセスで構成されること、
また、それを担う大学の機関としては米国で
は各種「センター」（出川通の議論による）
およびインキュベータが機能していること。 
（２）（１）の２つのプロセスが機能するた
めには、技術移転をめぐる「移転領域」
(Schmitt＝渡部俊也)と企業の「吸収能力」
(Cohen & Levinthal)の問題を調整し大学－
企業間のマッチングを有効化するパートナ
ーシップのマネジメント(Partnering)が必要
である。それにはＭＩＴの（スポンサード）
リサーチのマネジメントのような「システム
としてのマネジメント」が効果的なモデルで
あり、地域中小大学においてはそのコンパク
トモデルが有効であること。 

こうした研究成果を踏まえたうえで明ら
かになった課題にアプローチするというの
が、本研究開始当初の背景である。 
（３）本研究前の研究成果としてマネジメン
トモデルが明らかになったとしても、実際に
上に述べた２つのプロセスを有効に機能さ
せる方法が明らかになった訳ではない。その
ための具体的なマネジメント手法の開発に
ついては課題として残されたといえる。とこ
ろで、イノベーションといっても多様なタイ
プが存在するしマネジメントのあり方もそ
れによって規定されることは多くの研究者
が論じている。とするならば、地域大学にお
けるイノベーションはどのようなタイプが
効果的でありうるのか、かつその中核となる
「製品開発」のために有効なイノベーショ
ン・プロジェクトのマネジメント手法とはど
のようなものでありうるのか、それを明らか
にするというのが本研究の課題としたもの
である。 
２．研究の目的 
 本研究の課題に関わるイノベーションお
よびイノベーションマネジメント、さらには
ＭＯＴ（技術経営）に関する研究は国際的に
も数多い。大雑把にいって、それらのほとん
どはイノベーションにおける技術の役割を
重視した見解といってよいといえるが、
Disruptive Technology をキーコンセプトに
市場の役割（市場の不確実性）を重視する見
解を示した Christensen の研究、さらにイノ
ベーションタイプの多様性についての
Davila らの研究が本研究の手掛りとなって
いる。というのも、研究から市場化に至る大
学のイノベーションプロセス（研究－技術－
製品－事業－市場）はリニア－でも（クリス
テンセン）一様でも（ダビラ）ないことが明
らかにされたからである。このことを本研究
課題に引き寄せていうならば、必ずしも「ラ
ディカル」とはいえない地域中小大学の研究

成果としての技術と地域中小企業の製品開
発の結び付きが市場で受け入れられイノベ
ーションにつながる「地域発のイノベーショ
ン」の可能性がありうること、したがって、
そのために有効なイノベーションタイプと
イノベーション・プロジェクトの手法を明確
にするというのが本研究の目的である。 
３．研究の方法 
 本研究に関する研究方法は大きくは２つ
ある。 
（１）地域大学に有効なインクリメンタルな
イノベーションモデルの開発方法 
 本研究についてベースとしているのは、イ
ノベーションのタイプに関する Davila らの
研究（2006, Making Innovation Work. Upper 
Saddle River, NJ: Pearson Education 
Publishing ）である。Davila らのタイプの
うち本研究で対象となるのは、基本的には、
ラディカルタイプではなくインクリメンタ
ルタイプである。その根拠は、イノベーショ
ンの「担い手」となる地域企業の実態に関わ
ることである。想定されるのは地域企業とし
ては典型的なタイプであるいわゆる「製品開
発型」中小企業(Specialized Supplier)と「受
託製造型」中小企業(EMS)である。いずれも
大手企業のサプライヤーであり製品は部
品・部材ではあるが、製品、その製造装置と
方法の開発も行う企業である。そこで、そう
した地域企業とパートナーを組む地域大学
の関係を前提としたうえでそうした関係に
有効であるイノベーションの具体的内容、モ
デルを明らかにするというのが第１の方法
である。その方法のポイントは、２つである。 
①技術－製品－市場（商品）の関係 
ここでの基本的な見解は、「先端技術にも

とどく製品が必ずしも市場に受け入れられ
る訳ではない」逆にいえば「主として汎用技
術（既存技術）にもとづく製品であっても市
場に受け入れられる」ということでもある。
これはクリステンセンの見解を拡大解釈し
たものであるが、それはとかく焦点が当てら
れがちな先端技術－ラディカルイノベーシ
ョンに対して汎用技術－インクリメンタル
イノベーションの固有の意義についての根
拠を与えたものと考えている。しかしながら、
その実際については検討の余地を多く残し
ている。そこで、まず、その検討を行うのが
１つ目のポイントである。 
②技術－製品の関係 
①の「汎用技術にもとづく」の意味である

が、全くの汎用技術という意味ならば大学－
企業関係は成り立たない。問題となるのは、
例えば 90%の汎用技術と 10%の先端技術の組
み合わせにもとづく製品開発という関係、つ
まり大学が 10%の先端技術を提供する関係で
ある。こうした結果世に出た「画期的な製品」
というのは少なくないように思う。逆に、「ラ



ディカルな技術」を先端技術 100％の技術と
いう意味にとるならば、そうした技術にもと
づく製品というのは想定し難いというのが
実情である。すなわち、市場に受け入れられ
る製品（商品化）のレベルでいうと大部分汎
用技術にもとづく製品が「イノベーション」
につながるという想定は十分に可能ではな
いか。とするならば、地域の大学－企業関係
にもとづく製品開発はどのようなプロセス
でイノベーションにつながるのかを明らか
にするというのが２つ目のポイントである。 
（２）インクリメンタルイノベーションに効
果的なプロジェクト手法の開発方法 
 （１）のイノベーションモデルに関する研
究を踏まえて、それを効果的に行うイノベー
ション・プロジェクトのマネジメント手法を
開発するというのが第２の方法である。 
 この第２の方法のポイントは以下の２つ
である。 
①製品開発プロジェクトのための効果的な
アライアンス・マネジメント手法 

先に述べたように、当該プロジェクトを効
果的に進めるためには大学－企業間のパー
トナーリングのマネジメントが最重要課題
となる。アライアンス・マネジメントはすで
に主として企業間の戦略的なマネジメント
手法として定着しているが、とくに先端技術
における「研究開発型」中小企業、「大学発
ベンチャー」(Science-based enterprise, 
New technology-based) と「サイエンス（リ
ンケージ）型」の大手企業との「研究開発」
アライアンスにおけるマネジメント手法は
本研究にとっても参考となるものである。そ
れらのうちＭＩＴ発ベンチャーの事例につ
いてはすでに一定の調査を行った。しかし、
ここでの問題は「サイエンスリンケージ」と
はいえない開発プロジェクトの大学－中小
企業間アライアンスのマネジメントである。
その点で非常に参考となるのは、地域中小企
業向け知識・技術移転の成功事例として有名
なドイツ・シュタインバイス大学
(Steinbeis-Hochschule Berlin, SHB)の製品
開発アライアンス手法である。このマネジメ
ント手法のポイントとなっているのが「企業
（市場）ニーズ型」の知識・技術移転である
が、具体的には①コンサルティング②技術評
価・分析③受託技術開発④プロジェクト人材
育成（技術研修）の組合せによるスピーディ
でコンサルティング重点の手法である。こう
した手法を参考に日本の地域の実情を勘案
した効果的な手法を開発することが１つ目
のポイントである。 
②プロジェクト・マネジメント（ＰＭ）手法
の開発 
 大学－企業間のアライアンスを前提に実
際的なプロジェクト手法を開発することが
２つ目のポイントとなる。大学のＰＭ事例と

してＭＩＴのステージゲート・システムの調
査研究を行ったが、こうしたシステムのあり
方に大学による基本的な相違はないと思わ
れる。ＰＭとしてはこの他にタイムドリブン、
マイルストーン等があるが、問題はそのマネ
ジメントを担うプロジェクト・マネージャー
人材の確保・配置（先の資源配分マネジメン
ト、ＭＩＴでは重要なセンターにはＴＬＯ人
材を配置。）、リスクマネジメントを考慮した
地域大学に効果的な手法の開発ということ
になる。 
４．研究成果 
（１）地域大学に有効なインクリメンタルイ
ノベーションのモデル開発 
地域大学と大手企業のサプライヤー（中小

企業）とのパートナーシップを考慮し、「Ｂ 
to Ｂ」市場(Value Chain あるいはサプライ
チェーン)、「中間技術」(基盤技術と先端技
術の間の技術) をベースとしたタイプにつ
いてその効果を含めたモデル開発を行った。 
①技術モデル 
先端技術にもとづく製品が必ずしも市場

に受け入れられる訳でもなく、したがって、
イノベーションに繋がる訳でもないことま
た、汎用技術（既存技術）にもとづく製品で
あっても市場に受け入れられ、したがって、
イノベーションに繋がる可能性があるとい
う技術－市場の関係に関する見解をベース
イノベ－ショナルな製品についての研究を
行った。結果、多くの製品について後者の関
係を検証できた。市場においては、先端技術
に基づくかどうかではなく、クリステンセン
のいう「単純性、利便性、低価格性」が商品
の受け入れを左右することによるからであ
る。これは、従来の先端技術－ラディカルイ
ノベーションに偏りがちなイノベーション
の理解に対して、汎用技術－インクリメンタ
ルイノベーションの固有の意義について根
拠を与えるものであり、クリステンセンの
「破壊的イノベーション」の見解を別の視点
から発展させる意義を持つと考える。 
②製品モデル 
①の技術モデルを大学と企業の関係に適

用し、企業の汎用技術と一部の大学、研究機
関等の先端技術の組み合わせにもとづく製
品開発について研究を行った。結果、「画期
的な製品」においてこうした組み合わせは少
なくないことが明らかになった。また、先端
技術のみに多くを依存する製品は実際には
ほとんどないことも明らかなった。これは、
市場に受け入れられる製品（商品）のレベル
では多くが汎用技術にもとづく製品が「イノ
ベーション」に繋がる可能性があることを明
らかにするとともに、従来の新製品とイノベ
ーションの関係について新たな視点を提供
し、①のモデルを補足する意義を持つと考え
る。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（２）製品開発プロジェクトのための効果的
なアライアンス・マネジメント手法の開発 
製品開発プロジェクトを効果的に進める

ためには大学－企業間のパートナーリング
のマネジメントが最重要課題である。アライ
アンス・マネジメントはすでに主として企業
間の戦略的なマネジメント手法として定着
しているが、とくに先端技術における「研究
開発型」中小企業、「大学発ベンチャー」
(Science-based enterprise, New 
technology-based) と「サイエンス（リンケ
ージ）型」の大手企業との「研究開発」アラ
イアンスにおけるマネジメント手法は本研
究にとっても参考となった。それらのうちＭ
ＩＴ発ベンチャーの事例については以前に
一定の調査を行っており、本研究にとっても
ベースとなった。 

しかし、本研究における問題は、「サイエ
ンスリンケージ」とはいえない開発プロジェ
クトの大学－中小企業間アライアンスのマ
ネジメントであった。その点で直接モデルと
なったのが、先にふれたシュタインバイス大
学の地域中小企業向け知識・技術移転モデル
である。このモデルをベースに日本の地域に
おける大学と企業の関係を勘案した効果的
な手法の開発を行った結果、大要次のような
アライアンス・マネジメント手法が有効であ
るという結論を得た。何よりもまず、①技術
指導を含むきめ細かで継続的なコンサルテ
ィングが決定的な重要性をもつ。それは、大
学の新技術の移転に関しては企業の「吸収能
力」が重要な意味をもつがその能力の形成は
容易ではないことに基づく。次に、②①と関
連するが、技術移転を担う企業のプロジェク
ト人材育成も欠かせないこと。企業の「吸収
能力」は、結局のところ、研究開発人材が担
うものである。したがって、そうした人材を
大学が教育・訓練を通じて育成することで、
「吸収能力」の向上を短期的効果的に行うこ
とになるという事例は少なくなかった。 
 ただし、日本の場合、大学の制度上、①の

コンサルティングには制約が少なくない。し
たがって、②のプロジェクト人材の育成が、
大学としては実行しやすいものと考える。 
（３）インクリメンタルイノベーションのた
めのプロジェクト・マネジメント（ＰＭ）手
法の開発（図はイメージ） 
大学－企業間のアライアンスの存在を前

提に実際的なプロジェクト手法の開発を行
った。ＰＭ先進国である米国においては、一
般に、イノベーションを目的としたＰＭ手法
には、ステージゲート・システム、ベンチャ
ーキャピタル・モデル、テクノロジー・イノ
ベーションモデル、タイム・ドリブンシステ
ムの４種類があるとされている（Davila ほ
か）。そうしたＰＭ手法について、インクリ
メンタルイノベーションに関するプロジェ
クトがどのように行われているか米国各大
学の調査を行ったが、その結果、①インクリ
メンタルイノベーションのためのＰＭ手法
としては、多かれ少なかれステージゲート・
システムが利用されていること②ステージ
ゲート・システム利用について、大手大学と
中小大学の間で大きな相違はないことが明
確となった。そこで、大学におけるステージ
ゲート・システムの効果的手法について明ら
かにするため、同システムの代表事例である
米国・ＭＩＴのシステムをモデルとして調
査・研究を行った。結果、同システムのポイ
ントとなる、①知識の創造を目的とする大学
と収益の創出を目的とする企業のプロジェ
クトのバランスをとるマネジメント手法②
そうしたマネジメント手法を実施するイノ
ベーション・マネージャー人材のリーダーシ
ップ③大学、企業双方におけるプロジェクト
に関するリスクのマネジメント手法につい
て明らかにした。 
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